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令和5年度さがみはらグリーンボンドの概要
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 令和5年1月、充当事業等を盛り込んだ発行の枠組みである「さがみはらグリーンボンドフレームワーク」を策定

 合わせて、第三者評価機関である株式会社格付投資情報センター（R&I）より、外部評価を取得

 「さがみはら気候非常事態宣言」や「第2次相模原市地球温暖化対策計画（改定版）～さがみはら脱炭素ロードマップ2050～」を推進するため、本

市2回目となるグリーンボンドを発行

（参考）グリーンボンドとは、企業や地方公共団体等が、環境改善効果のある事業や環境保全のための事業等に要する資金を調達するために発行する債券。

【令和5年度の発行状況】

令和5年12月20日
（条件決定日は令和5年12月8日）

発行日

10年満期一括債年限

50億円発行額

0.884%利率

応募額 68.3億円

応募倍率 約1.4倍
投資表明件数 39件

販売状況

格付投資情報センター（R&I）より、国際資本市場協会
（ ICMA）によるグリーンボンド原則2021及び環境省
グリーンボンドガイドライン2022年版への適合性につい
て、評価を取得

外部評価

【投資表明投資家の内訳】
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令和5年度さがみはらグリーンボンドの投資表明投資家一覧
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 令和5年度発行においては、39件の投資家から投資表明を獲得

投資家名No.

あいち三河農業協同組合1

学校法人 和泉短期大学2

株式会社 オハラ3

社会福祉法人 恩賜財団神奈川県同胞援護会4

有限会社 加藤工業5

株式会社 カナオリ6

学校法人神奈川県住宅福祉学園7

神奈川つくい農業協同組合8

株式会社 河本総合防災9

株式会社ギオン10

社会福祉法人 吉祥会11

公益財団法人呉海軍墓地顕彰保存会12

一般社団法人 工学院大学校友会13

学校法人 相模女子大学14

相模原市農業協同組合15

公益財団法人座間市スポーツ・文化振興財団16

株式会社三凌商事17

JA 共済連（全国共済農業協同組合連合会）18

静岡県19

独立行政法人住宅金融支援機構20

投資家名No.

株式会社昭和真空21

信金中央金庫22

株式会社新日本コンピューターサービス23

吹田市24

相愛信用組合25

多摩電気工事株式会社26

日本コープ共済生活協同組合連合会27

株式会社日本貿易保険28

北海道信用金庫29

株式会社みずほ銀行30

株式会社みなと銀行31

村内ファニチャーアクセス32

山北町33

山梨信用金庫34

株式会社ユニテックス35

株式会社ソルシステムズ36

株式会社横浜銀行37

株式会社 リガルジョイント38

株式会社 緑信39

（50音順）



主な環境改善効果
充当額

（百万円）
対象プロジェクトグリーン適格プロジェクト分類

 実施施設：市役所、小・中学校、公民館等

≪照明のLED化≫

導入灯数：3,410個
エネルギー削減量：321,597.0kWh
CO2排出削減量：146.9t-CO2

≪空調の更新≫

導入件数：66件
エネルギー削減量：294,644.0kWh
CO2排出削減量：134.7t-CO2

469.60 市有施設における高効率機器の

導入

省エネルギー

 施設名：星が丘公民館、南上溝保育園

 実施内容（導入機器名称を含む）

：電気設備工事（太陽光発電システム）

 年間発電量：17,527kWh
 CO2排出削減量：8.0t-CO2

16.50 市有施設への再生可能エネル

ギー設備導入

再生可能エネルギー

 実施箇所：緑区長竹、緑区浄化槽処理促進区域等

 実施内容：下水道施設及び高度処理浄化槽の整備等

 実施総距離：850.1m

960.07 下水道関連事業汚染防止と管理

 実施箇所：シゲンジャーパーク（一般廃棄物最終処分場）19.10 一般廃棄物最終処分場における

地下水のモニタリングに必要な観

測井の電気設備等の移設

令和5年度 資金の充当状況・環境改善効果に係るレポーティング
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 令和5年度さがみはらグリーンボンドの発行額50億円を4～5頁の事業に充当しました



令和5年度 資金の充当状況・環境改善効果に係るレポーティング
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主な環境改善効果
充当額

（百万円）
対象プロジェクトグリーン適格プロジェクト分類

 実施箇所：南区下溝地内、中央区上溝地内等

 実施内容：河川改修工事、浚渫

 実施総距離：1,599.1m

291.40 河川の改修気候変動への適応

 実施箇所：牧野上ノ久保、根小屋、小渕

 実施内容：協定により県が実施した事業費の一部を市が負

担したもの

 実施面積：884㎡

26.90 土砂災害対策

 実施箇所：県道52号、都市計画道路宮上横山線等

 実施内容：道路整備、法面修繕工事等

 実施総距離(道路整備分)：5,758.1m

676.50 道路の整備

 実施箇所：中央区南橋本、相模原等

 実施内容：下水道施設の更新、合流式下水道の改善等

 実施総距離：3,119.6m

2,539.93 下水道関連事業

5,000.00充当額

0未充当額



令和5年度 さがみはらグリーンボンドの主な資金使途について
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市有施設における高効率機器の導入

相模原市役所本庁舎第１別館、市民健康文化センター、

大沼こどもセンター、南上溝保育園、駅前公衆トイレ、橋本
小学校、九沢小学校、淵野辺東小学校、弥栄中学校、相原
中学校、くぬぎ台小学校、大沢小学校、大島小学校、淵野
辺小学校、大野北小学校、相模台小学校、若草小学校、東
林小学校、鶴の台小学校、星が丘公民館

実施施設名・
実施箇所

市有施設への再生可能エネルギー設備導入

星が丘公民館、南上溝保育園
実施施設名・
実施箇所

 照明のLED化（写真）  太陽光発電システムの導入（写真）



令和5年度 さがみはらグリーンボンドの主な資金使途について
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下水道関連事業

緑区長竹、中央区南橋本3丁目・横山台1丁目、緑区城山2
丁目・浄化槽処理促進区域、南区上鶴間3丁目ほか

実施施設名・
実施箇所

河川の改修

南区下溝地内（一級河川道保川）、中央区上溝地内（準用
河川鳩川）、南区当麻地内（準用河川八瀬川）

実施施設名・
実施箇所

 高度処理浄化槽の整備（写真）

 下水道施設の更新（写真）

 河川の改修（写真）

 浚渫（写真）



さがみはらグリーンボンドフレームワークの概要



さがみはらグリーンボンドフレームワークの概要
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 さがみはらグリーンボンドフレームワークにおいては、調達資金の使途や管理方法、レポーティング方法を明示

 さがみはらグリーンボンドにより調達した資金は、ICMAによるグリーンボンド原則2021におけるグリーンプロジェクトカ
テゴリーのうち省エネルギー、再生可能エネルギー、汚染防止と管理、生物自然資源及び土地利用に係る環境持続型
管理、気候変動への適応に関するプロジェクトに充当します

調達資金の使途1

 適格プロジェクトは、市長公室 みんなのSDGs推進課及び環境経済局 ゼロカーボン推進課が各部局にヒアリングを
行い、環境面での便益が見込まれる事業を抽出、適格性の検討を行った上で選定し、財政局 財政担当部長が最終
的に決定します

 また、適格プロジェクトについては、各種法令等に沿って適切に対応し、潜在的にネガティブな環境面・社会面の影響
に配慮しています

プロジェクトの評価
及び選定の
プロセス

2

 さがみはらグリーンボンドにより調達された資金は、当該会計年度中に適格プロジェクトに充当されます

 各適格プロジェクトの充当状況については、財政局財政課と各部局予算決算担当課が連携して、充当状況の把握を行
い、発行超過等が起こらないよう、適切に管理します

 会計年度の終了時には、適格プロジェクトを含む相模原市全ての歳入と歳出について執行結果と決算関係書類が作
成され、市の監査委員による監査を受けます。その後、決算関係書類は監査委員の意見を付して市議会に提出され、
承認されます

 さがみはらグリーンボンドの調達資金については、本市の会計制度に基づいた歳入予算の経理区分で分類するととも
に、帳簿上に資金使途と支出額を明確に示します

 未充当資金が発生した場合には充当されるまで、相模原市の資金運用方針に基づき、現金または安全性の高い金融
資産で運用します

調達資金の管理3

 資金充当状況レポーティング：資金を充当したプロジェクトカテゴリー及び充当金額については、実務上可能な範囲で、
相模原市のウェブサイト上において、起債した年度の翌年度に開示します

 インパクト・レポーティング：資金を充当したプロジェクトの実施により得られた環境改善効果に関する指標等を、実務上
可能な範囲で、本市ウェブサイトにて起債した年度の翌年度に開示します

 なお、充当状況及びプロジェクトについて、当初想定から大きな状況の変化が生じた場合は、速やかに開示します

レポーティング4



省エネルギー 再生可能エネルギー 汚染防止と管理

さがみはらグリーンボンドフレームワークにおける適格プロジェクト
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 さがみはらグリーンボンドにより調達した資金は、ICMAによるグリーンボンド原則2021におけるグリーンプロジェクトカテゴリーのうち以下に挙げるも
のを本市のグリーン適格プロジェクト分類とし、該当するプロジェクトに充当します。対象の適格プロジェクト例は表の通りです。

市有施設における高効率機器の導入

 高効率空調設備・昇降機等の導入

 照明のLED化

市有施設の建設・改修

 ZEB、Nearly ZEB、ZEB Ready、ZEB 
Orientedのいずれかの認証を取得済もしく
は取得予定の施設

環境目標：気候変動の緩和 環境目標：気候変動の緩和 環境目標：汚染防止と管理

市有施設への再生可能エネルギー設備導入

 太陽光パネルの導入

下水道関連事業

 下水道施設及び高度処理型浄化槽の整備・
改築・更新工事及び関連経費

一般廃棄物最終処分場における地下水のモ
ニタリングに必要な観測井の電気設備等の
移設

環境負荷の低減
（温室効果ガスの排出削減）

環境負荷の低減
（温室効果ガスの排出削減）

水質汚染の防止

7. エネルギーをみんなに、
そしてクリーンに

13. 気候変動に具体的な対策を

7. エネルギーをみんなに、
そしてクリーンに

13. 気候変動に具体的な対策を

6. 安全な水とトイレを世界中に

13. 気候変動に具体的な対策を

15. 陸の豊かさも守ろう

適格
プロジェクト例

想定される効果

関連するSDGs

グリーンボンド
原則プロジェクト
カテゴリーと
環境目標



さがみはらグリーンボンドフレームワークにおける適格プロジェクト

生物自然資源及び土地利用に係る環境持続型管理 気候変動への適応

緑地保全用地の取得

公園の整備（樹木管理等）

良好な水辺空間の形成に資する事業

環境目標：気候変動への適応

河川の改修

 護岸改修

 浚渫

土砂災害対策

 急傾斜地崩壊対策

 崩落防止対策・復旧

都市緑地の保全・創出 水災害や土砂災害等の気象災害発生時の被害の緩和

13. 気候変動に具体的な対策を

15. 陸の豊かさも守ろう

9. 産業と技術革新の基盤を作ろう

11. 住み続けられるまちづくりを

13. 気候変動に具体的な対策を

15. 陸の豊かさも守ろう
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環境目標：気候変動への適応

適格
プロジェクト例

想定される効果

関連するSDGs

道路の整備

 台風で被災した道路の復旧

 土砂災害防止対策（法面修繕工事等）

 気象災害等の災害下でネットワーク機
能を維持するための道路の整備

下水道関連事業

 下水道施設及び農業集落排水施設の
整備・改築・更新工事及び関連経費

 合流式下水道の改善

グリーンボンド
原則プロジェクト
カテゴリーと
環境目標

 さがみはらグリーンボンドにより調達した資金は、ICMAによるグリーンボンド原則2021におけるグリーンプロジェクトカテゴリーのうち以下に挙げるも
のを本市のグリーン適格プロジェクト分類とし、該当するプロジェクトに充当します。対象の適格プロジェクト例は表の通りです。



 ZEB化及び高効率機器の導入はいずれも30%以上のエネルギー効率改善が見込まれる

 施設の改修・更新等の機会を捉えた太陽光発電設備の導入においては、再生可能エネルギー導入量の増加が見込まれる

 いずれも合理的な前提条件のもとで明確なCO2削減効果が見込まれ、気候変動の緩和に資する取り組みである

 公共下水道（汚水）及び市設置高度処理型浄化槽の整備は、水源地域における生活排水処理率の改善により水源の汚濁を防止するとの環境改善効果が
見込まれる

 下水管渠、ポンプ場、農業集落排水施設の改築・更新は予防保全的維持管理により施設の長寿命化を図るものであり、公共用水域における水質の維持に
貢献する

 緑地保全用地の購入は、緑被率の減少比率が大きい都市部におけるみどりの保全・育成やエコロジカルネットワーク形成に資するものである

 下水道・河川の雨水対策は、雨水の排水能力向上、降雨によらない汚水排水能力の確保及び汚水処理施設に係る負担軽減といった成果から、都市型水
害による浸水被害の軽減・解消に資するものである

 災害に強い道路ネットワークの構築は、台風等の自然災害時における多重防御の観点から、減災機能の強化に資するもの、山間部や河岸段丘部における
道路の法面修繕工事は、台風等の自然災害による直接被害の防除に資するものである

省エネルギー・再生可能エネルギー

汚染防止と管理

生物自然資源及び土地利用に係る環境持続型管理

気候変動への適応

さがみはらグリーンボンドフレームワークに対する外部評価

 株式会社格付投資情報センター（R&I）から、国際資本市場協会（ICMA）によるグリーンボンド原則2021及び環境省グリーンボンドガイドライン

2022年版への適合性について、評価を取得

 それぞれの対象プロジェクトについて、環境改善効果が認められると評価されている

12

市有施設における、ZEB化・高効率機器の導入／再生可能エネルギー設備の導入

下水処理関連施設の改築更新／水源地域における汚水処理システムの最適化等

緑地保全用地の取得等

下水道・河川の雨水対策／災害に強い道路ネットワークの構築、法面修繕工事等



相模原市とSDGsの関わり



さがみはら気候非常事態宣言
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 令和2年相模原市議会9月定例会議での議決を経て、政令指定都市として初の気候非常事態宣言となる「さがみはら気候非常事態宣言」を表明

 本市では、令和元年東日本台風において中山間地域を中心に多数の土砂災害が発生するなど、かつてない規模の被害が発生

 気候変動のもたらす影響が、誰もが直面する危機であるという認識を市全体で共有するとともに、温室効果ガスの排出抑制や、集中豪雨などの

自然災害や猛暑による健康被害などへの対策に、全市一丸となって取り組む

本市は、気候変動のもたらす影響が今、急速に広がり、誰もが直面する危機であることを市全体で共有するとともに、ＳＤＧｓの目指す持続可能な社会の実現に
向けて、気候変動への日常の備えや地球温暖化対策の推進など、次に掲げる取組を全市一丸となって進めるため、ここに気候非常事態を宣言します。

さがみはら気候非常事態宣言

深刻化する集中豪雨などの自然災害、猛暑による健康被害などから、市民の命と生活、安全を守るため、
地域特性に基づく気候変動の影響への適応策に取り組みます。1
省エネルギーの推進や再生可能エネルギーの活用、いきいきとした森林の再生等に取り組むことで、
脱炭素社会の実現に向け、２０５０年の二酸化炭素排出量実質ゼロを目指します。2
気候変動問題について、市民、企業、団体、行政等あらゆる行動の主体が情報を共有するとともに、
相互に連携及び協力をし、全市一丸となって行動します。3
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＜相模原市における 2050 年の姿＞
ライフスタイルの脱炭素化が進み、脱炭素社会(⼆酸化炭素排出量実質ゼロ)が実現しており、

平均気温の上昇は 1.5℃程度の⽔準にとどまっている。

⻑期的に⽬指す姿

令和12(2030)年の将来像(本計画の⽬指す姿)

新築・既築問わず、厳しい暑さに対応できる断熱性能等を⼤幅に向上させ、⾼効率な空調・給湯設備が導⼊された建物(ZEH、
ZEB(net Zero Energy Building)等)が普及している。

⾃然エネルギーを活⽤した空調設備が⼀般的になり、加えて⾵の抜ける建物が普及し、電⼒に頼りすぎない⽣活ができている。
脱炭素型ライフスタイルは当然のこととなり、省エネルギー・省資源を選択する⾏動や製品・サービスが主流となっている

建物・暮らし

 ガソリンだけで⾛る⾃動⾞はほとんど販売されておらず、脱炭素化した電⼒や再⽣可能エネルギー等により作られたCO2フリー⽔素を
⽤いる次世代⾃動⾞が主流となっている。

公共交通機関でも電動化・燃料電池化による脱炭素化が進むとともに、モーダルシフトの進展や⼈⼯知能(AI:artificial
intelligence)・モノのインターネット(IoT:Internet of Things)の活⽤によって⼈や貨物の移動は合理化されて利便性が⾼まり、
渋滞は滅多に発⽣しない。

都市部ではシェアリング・エコノミーが普及しており、都市機能の集約化とともに徒歩や⾃転⾞による移動が定着している

移動

 AIによる気象予測の精度が格段に向上し、天候に応じた⽣産調整や電⼒・エネルギーの需給バランスの平準化・最適利⽤によって、
産業部⾨のエネルギー消費量が⼤幅に低減している。

 CO2フリー⽔素が安定的に供給され、産業⽤設備の燃料電池化(FC フォークリフト等)が主流となっている。
仮想発電所(VPP:Virtual Power Plant)など、分散型エネルギーに関するビジネスが本格化している。
投資家や消費者の意識が⾼まったことにより、再⽣可能エネルギーの利⽤や省エネルギー対策に積極的に取り組むとともに、テレワー

クやワーケーションの活⽤など脱炭素で持 続可能なビジネススタイルが定着している。

産業・ビジネス
活動

都市部では、都市機能の集約化と⽔辺や緑地といった⾃然資本を活⽤した街づくりが進み、ヒートアイランド現象は緩和され、快適
性が向上している。

中⼭間地域では、適切に管理された森林から産出されるさがみはら津久井産材の需要が⾼まり、林業が活性化している。
太陽光発電や電気⾃動⾞(EV:Electric Vehicle)・燃料電池⾃動⾞(FCV:Fuel Cell Vehicle)など分散型エネルギーの利⽤

を最適化するプラットフォームが実装され、発電コストと購⼊電⼒価格の等価(ストレージパリティ)が達成されている。
地域ごとに⾃⽴した分散型エネルギーの導⼊が進んだことで、災害時にも必要なエネルギーを迅速に供給できる安全・安⼼な地域

社会が構築されている。
気候変動の影響による被害が最⼩化され、⾃然災害に対して迅速な回復が可能な、強靭で持続可能な社会が構築されている。

地域・都市

炭素半減社会が実現しているまち 気候変動に適応しているまち

 相模原市における2050年の将来イメージ
「地域循環共⽣都市さがみはら」の実現

2050年脱炭素社会の実現に向けては、市域内で、⽇本を代表する“都市部”と“中⼭間
地域”というエリアの特徴を持つ本市において、各々のエリアで特性を⽣かした脱炭素の取組
(ローカルカーボンニュートラル)を進めつつ、エリア間で、双⽅のポテンシャルを⽣かしてエネル
ギー･交通･環境教育･ワーケーシ ョン等の多様な連携を創出し、⽇本の縮図として、他地
域にも波及性･先導性の⾼い「地域循環共⽣都市さがみはら」を⽬指します。

 本市は、令和2（2020）年9月の「さがみはら気候非常事態宣言」において、2050年二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す決意を表明。この目標達

成に向け、令和3（2021）年8月に「さがみはら脱炭素ロードマップ」を策定。さらに、令和5（2023）年4月には、「さがみはら地球温暖化の防止に向

けた脱炭素社会づくり条例」を施行

 地球温暖化に関する国内外の動向や、さがみはら地球温暖化の防止に向けた脱炭素社会づくり条例の施行等を踏まえ、本市の令和12（2030）
年度の新たな二酸化炭素排出量の削減目標を設定し、脱炭素社会の実現に向けた取組の加速化を図るため、「第２次相模原市地球温暖化対

策計画」を「第2次相模原市地球温暖化対策計画（改定版）～さがみはら脱炭素ロードマップ2050～」へ改定
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温室効果ガスの排出削減⽬標

2030年度削減⽬標
50%削減

⼆酸化炭素排出量
実質ゼロを⽬指す

バックキャスティング

削 減 ⽬ 標
令和12(2030)年度の市域における温室効果ガス(⼆酸化炭素)排出量を

基準(平成25(2013))年度対⽐で50％削減する。

脱炭素社会の実現に向けた主な取組

基本施策取組の柱ー
地域資源を活⽤した再⽣可能エネルギーの導⼊促進
再⽣可能エネルギーの利⽤促進の仕組み・体制づくり再⽣可能エネルギーの利⽤促進1

脱炭素ライフスタイルの推進
建築物や設備・機器の省エネルギー化の促進
省エネルギー活動促進の仕組み・体制づくり

省エネルギー活動の促進2

脱炭素型の都市の形成
⾃動⾞交通の脱炭素化の促進
将来を⾒据えたまちづくり
⽔素エネルギーの利⽤促進

脱炭素型まちづくりの推進3

ごみの減量化、資源化
ごみの適正な処理循環型社会の形成4

健全な森林の保全と育成
森林や⽊材の利活⽤促進いきいきとした森林の再⽣5

施設設備の対策
公⽤⾞の対策
廃棄物対策
資源・エネルギーの有効利⽤（運⽤改善）

市の率先⾏動6

基本施策取組の柱ー
気候変動に強いまちづくり
適応策の推進に必要な基盤的対策気候変動適応策の推進7

基本施策取組の柱ー
多様な主体と連携した情報発信や普及啓発の推進
⼈材育成と環境教育の推進環境意識の向上8

【基本理念】炭素半減社会の実現

【基本理念】気候変動への適応

【基本理念】分野横断的な施策の推進

 2050年までに、二酸化炭素排出量実質ゼロとなる脱炭素社会の実現を目指し、令和12（2030）年度の市域における温室効果ガス（二酸化炭素

排出量）を、平成25（2013）年度比で50％削減を目指す

 本市が長期的に目指す将来像を見据え、本計画では「緩和策」と「適応策」に対応する基本理念と8つの取組の柱を設定

 改定前の7つの計画に加えて市の率先行動を取組の柱として追加するとともに、令和3年8月に策定した「さがみはら脱炭素ロードマップ」の取組

内容を反映
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市制施行70周年

 本市は、昭和29年11月20日に全国で453番目、県下では10番目の市として誕生し、令和6年11月20日に市制施行70周年を迎える

 70周年を迎えるにあたって、令和6年4月1日から令和7年3月31日までの間、市制施行70周年記念事業を実施

 これまで先人たちが築き上げてきたまちづくりを振り返り、節目となる70周年を市民・地域・団体・学校・企業などと共に祝うことでシビックプライド

の醸成を図る。また、市制施行70周年を契機とし、本市の魅力を記念式典などを通じて市内外に効果的に発信することで、認知度向上や関係・

交流人口の増加、さらには転入促進に寄与する機会とする

市制施行70周年記念事業

記念すべき70周年を迎えるにあたって、市制施行70周年記念事業の実
施方針を次のとおり定めました。

1. 相模原の70年を振り返り、先人の功績を称え、歴史や経験を次世代に
継承します。

2. 市民・地域・団体・学校・企業・行政が、皆で70周年を祝うことで相模原
に対する愛着と誇りを醸成し、魅力を再認識するとともに、市内外に積
極的に発信します。

3. 未来に向けて、市の更なる発展の契機とします。

市制施行70周年記念ロゴマーク

本実施方針を踏まえ、令和6年4月1日から令和7年3月31日までの間、各
種記念事業を実施していきます。

相模原の市制70年の歩みを「70」の文字に詰め込むことで、先人から受け継いできた
相模原の歴史と、自然、宇宙、生き物、産業が繋がり、人と人が手を取り合って発展し
てきた様子を表現しています。
数字の「0」をレコードの盤面に見立て、針を落とすとあらゆるものが互いに調和しなが
ら、五線譜の上でともにハーモニーを奏でていく楽しさと喜びを表しています。
SDGsカラーのカラフルな配色は「誰一人取り残さない社会」をイメージし、時代や産
業の移り変わりのほか、四季折々の自然豊かな相模原を連想させる一つひとつのモチ
ーフやそのレイアウトから、見ているだけで、「好き！」「楽しい！」といった感情が湧い
てくるようなデザインに仕上げています。

デザインのコンセプト

「ともに奏でよう！」
都市と自然が調和したまちづくりや
共生社会の実現、SDGsの推進等、
みんなで一緒に取組んでいきたい
多岐にわたるテーマを「奏でる」こと
になぞらえています。
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お問合せ先
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042-769-8216                042-751-0208
zaisei@city.sagamihara.kanagawa.jp
https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp
〒252-5277 相模原市中央区中央2-11-15

相模原市財政局財政課 市債担当

TEL
Mail
HP

address

FAX


